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	1.総合技術監理部門の技術士にふさわしいと思われる業務の概要

1)○○県水道用水供給事業の地震防災計画

○○県水道用水供給事業の地震防災対策の一環として、既存施設の被害予測を行い、これに基づいて耐震化やバックアップ施設等の施設整備計画、応急復旧計画、受水団体との連携施設の計画を立案した。

2)○○県水道用水供給事業の全体事業計画変更調査

○○県水道用水供給事業の全体事業計画について、○○川水系フルプランの見直し等、水需給の変化に伴い、渇水時の水運用を含む基礎調査、計画立案を行った。

2.上記のうち１例についての記述

1)私の立場と役割

上記「1 1)」について記述する。本業務において私は、コンサルタントの技術担当者の立場にあり、既存施設の被害予測、耐震化等施設整備計画、応急復旧計画に携わり、総合技術監理の視点から課題解決にあたった。

2)業務を進める上での課題及び問題点

○○県水道用水供給事業（以下、県営水道という）は、○○県全域に水道用水を供給しており、計画給水人口○○万人、計画給水量○○万m3/日である（当時）。地震防災計画は、東海地震等の大規模地震を想定地震とし、防災対策としての施設整備計画や、応急給水や応急復旧など応急対策について、県営水道が取り組むべき具体的施策を定めるもので、地震防災対策のフィージビリティ･スタディである。

本業務では、計画の合理性を確保するため、安全性管理の視点からリスクマネジメント手法を適用した。以下、概要と課題を示す。

① リスク対応方針：「２週間以内の通常給水」を目標とした。

② リスク把握　　：想定地震に対する水道施設の耐震診断、被害予測を行った。

③-1 リスク解析　：予測された被害が給水に及ぼす影響度を把握した。

③-2 リスク評価　：影響度を評価し、各施設のリスク評価（保有、低減、移転、回避）を行った。

④ リスク対策　　：リスク評価に基づき、耐震化やバックアップ施設整備、応急復旧や資材備蓄等の対策を決定した。

◆課題　リスク評価及びリスク対策の決定において、安全性とコスト（経済性）がトレードオフの関係となる。すなわち、安全性の面からは、被害が予測される施設は全て耐震化やバックアップ施設の整備を行うことが理想であるが、経営への影響から予算の制約がある。また、整備量が多くなると整備期間も長くなり、整備効果発揮の問題もある。このため整備量は必要最小限に抑え、計画を早期実現する必要があった。

3)私が行ったもしくは行うべきだったと考えている総合技術監理の視点からの提案

(1)安全性管理　リスク評価において、被災時に「２週間以内の通常給水」を実現する上で工程的にボトルネックとなり、事後（応急復旧）対応が不可能な被害が想定される施設については、耐震化やバックアップ施設整備によりリスク「低減」し、可能な施設についてはリスク「保有」するものとした。

具体的には、多くの被害が予測される水管橋や管路は耐震化や管路の二重化、復旧時の拠点となる事務所や管理棟、資材調達が困難な機械･電気設備は耐震化を行い「低減」とした。また、被害が軽微と予測される浄水場の土木構造物、備蓄対応が可能な水質検査機器は「保有」とした。

(2)経済性管理　上記でリスク「低減」するとした施設のうち水管橋及び管路は、予算の制約から全てを耐震化や二重化ができなかった。これらの施設はリスク「保有」となり、２週間以内の復旧のネックとなる。この対応は、応急復旧計画において他地区からの復旧人員の応援、重点的な資機材の備蓄など工程管理案を作成し、予算を満足しながら安全性のネックを解消する計画とした。
(3)社会環境管理　水管橋及び管路で耐震化等を行う施設は、社会におけるライフラインとしての重要性と公共事業の立場を考慮し、被害範囲の最小化と地域間の公平性に配慮して選定した。

被害範囲の最小化については、リスク解析で算出した影響度（被害確率×影響人口）を指標とし、影響度の大きい施設から重点的に手当するものとした。

地域間の公平性については、浄水場から遠い末端地域では影響人口が小さく影響度が小さくなり、リスク対策が軽視されがちとなるため、応急給水の受けやすさ等を指標として取り入れて、影響度と併せて優先順位を設定した。

4)総合技術監理の視点からみた提案の成果

(1)安全性管理　リスクマネジメントでは、組織内外に対するリスクの伝達や説明責任も重要な内容となる。今回の提案により、「低減」「保有」といったリスク対応の明確化により具体的なリスク伝達が可能となった。また、定量的かつ公平性に配慮した評価・分析と併せ、業務後に実施された事業再評価において費用対効果B/C＝1.5＞1.0と評価され投資効果も確保することができ、説明責任の果たせる計画ができたと考えている。
5)総合技術監理の視点から見て今後の改善が必要と思われること

(1)安全性管理　本業務では、顧客から提示されたコスト（予算的な制約）のもとでリスク対策を検討したが、逆の視点に立ち、安全性レベルを制約とした検討も行う必要があると考える。安全性とコストの関係を明らかにすることで、安全性レベルの選択、それにかけるコストの選択といった意思決定の材料とすることが出来る。水供給システムの地震リスクに対する受容レベルは人により異なることから、このような手法により合意形成を図ることも有効な手段と考える。

(2)情報管理　本計画は実行に移されているが、当初見込んだ概算費用に比べて若干の差異が生じている。費用計算はリスクマネジメントの基礎資料であり、誤ると計画倒れの可能性もある。今回の業務を通して得られた耐震対策や工法に関する専門技術を更に修得し、社内でストック・共有して今後の業務に活用していく必要があると考える。

本業務での経験を生かし、総合技術監理を実施する技術者として、技術力の向上に努めていきたい。
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